
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　反応性ガスを主体とする気体を真空中に導入し、低圧で交番電力、高周波電力、マイク
ロ波電力等によりプラズマを形成して導入気体をプラズマ分解し、発生した原子、分子、
ラジカル、イオンを利用して、プラズマに接する基板電極に装着した基板を処理する方法
において、 オリフィスを備えた負の荷電粒子引出電極をプラ
ズマ端まで挿入し、プラズマと 基板電極または壁面との間に形成されるシースを、

オリフィスにプラズマ電位よりも高い電位を印加することにより微小な領域において破
壊して負の荷電粒子を引き出し、引き出した負の荷電粒子の流れ方向に対して

垂直磁場を掛けて負の荷電
粒子の内電子を排除し、負イオンのみを通過させて質量分析することを特徴とするプラズ
マ中の負イオンの質量分析法。
【請求項２】
　 オリフィスに印加される電位がプラズマ電位より２０～１００Ｖ高く設定される請
求項１に記載のプラズマ中の負イオンの質量分析法。
【請求項３】
　 オリフィスを通して引き出した負の荷電粒子の流れ方向に対して垂直方向に掛けら
れ 垂直磁場が５．０×１０－ ３ ～２．０×１０－ ２ テスラである請求項１に記載の
プラズマ中の負イオンの質量分析法。
【請求項４】
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　プラズマを発生させるプラズマ発生室と、プラズマ発生室中のプラズマに接する位置に
配置され、プラズマ中のイオンを通す開口を備えた基板電極と、 基板電極の開口を通
って入ってきたイオンの質量を分析する質量分析器とを有し、イオンの質量を分析するよ
うにした装置において、プラズマと壁面または 基板電極の間に形成されるシ一スを微
小な領域において破壊して負の荷電粒子を引き出すためのプラズマ電位よりも高い電位を
印加されると共に プラズマ端まで挿入されたオリフィスを備
えた負の荷電粒子引出電極と、引き出した負の荷電粒子の流れ方向に対して垂直方向に、

垂直磁場を形成して負の荷
電粒子の内電子を排除する垂直磁場発生手段とを設けたことを特徴とするプラズマ中の負
イオンの質量分析装置。
【請求項５】
　 オリフィスに印加される電位がプラズマ電位より２０～１００Ｖ高く設定される請
求項４に記載のプラズマ中の負イオンの質量分析装置。
【請求項６】
　 オリフィスを通して引き出した負の荷電粒子の流れ方向に対して垂直方向に掛けら
れ 垂直磁場が５．０×１０－ ３ ～２．０×１０－ ２ テスラである請求項４に記載の
プラズマ中の負イオンの質量分析装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はブラズマを利用して、半導体上或いは電子部品、その他の基板上の物質をエッチ
ングするエッチング装置や、基板上に他の物質を成膜するプラズマ CVD装置のプラズマ中
の負イオンの質量をモニターする負イオン質量分析法及び装  置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
例えばエッチング装置においては、ハロゲン系のガスを真空室内に導入し、交番電力或い
は高周波電力を印加してプラズマを形成し、発生したイオン及びラジカルを利用して基板
をエッチングする。この場合、プラズマ電位は基板及び壁面に対し常に正の電位を持って
おり、従って、プラズマ中で発生した正イオンは基板及び壁面に対してこの正の電位を持
って基板及び壁面に対して飛行する。しかし、プラズマ中で発生した負のイオンはブラズ
マと基板及び壁面の間にできたシース電位により阻止され、基板及び壁面には到達するこ
とができない。このため、正イオン測定は容易であるが負イオン測定は困難である。
【０００３】
添付図面の図４及び図５には従来技術によるプラズマ中のイオンエネルギー及び質量の測
定法が示され、図４は、 Coburn等によって報告された、接地電位となっている壁面に入射
する正イオンの質量及びエネルギー分布を測定するのに使用された装置を示す (J.Appl.Ph
ys.,43(1972)4965参照 ) 。
この例では、質量分析器の取り付けられている電極が接地電極になっているので、プラズ
マ中の正イオンはプラズマ電位と接地電位の差のエネルギーで質量分析器に入射する。
一方、図５は高周波電力が印加されている基板電極に取り付けられたエネルギー分析器付
き質量分析計の例である。これらの場合にも、プラズマ電位と基板電極電位の差のエネル
ギーを持って基板電極に入射する正イオンを分析している。
このように正イオンは容易に基板電極に入射するので測定は容易であるが、プラズマ中の
負イオンの測定は難しく殆ど報告されていない。プラズマ電位が正の電位を持っていてシ
ースが負電荷に対して阻止電位として働くため、正イオンの測定と同じ方法では測定でき
ない。また、多量の電子が存在することも測定を困難にしている。しかし、アフターグロ
ー領域での負イオンの測定例は多数報告されている（例えば :L.J. Overzet, J.H. Beberm
an及び J.T. Verdeyen, J. App. Phys.,66(1989) 1622, 及び A.A. Howling, J.L. Dorier 
及び Ch. Hollenstein, App. Phys. Lett., 62(1993)1341 参照 ) 。これは、アフターグロ
ー領域ではシースが殆ど形成されていないことと電子付着により電子密度が減少し負イオ
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ン密度が増加するからと思われる。
図４の Coburn等によって報告された測定法では、質量分析器の取り付けられている電極が
接地電極になっているので、プラズマ中の正イオンはプラズマ電位と接地電位の差のエネ
ルギーで質量分析器に入射する。この方法によりプラズマ CVD や陽極結合のプラズマエッ
チング等のように接地電位基板に入射する正イオンのエネルギー及び質量が分かり、プラ
ズマ CVD 等の成膜機構解明やプラズマエッチング等のラジカルによるエッチング機構解明
には大いに有益な情報が得られている。
図５に示すものは、反応性イオンエッチングに用いられているプラズマの正イオンの測定
を目的として、高周波電力が印加されている浮遊電極に取り付けられた例である。
反応性イオンエッチングでは浮遊電位基板電極に交番電場或いは高周波電場を印加し、負
の自己バイアスを発生させ、プラズマ電位と基板電位とに大きな電位差を発生させて、大
きな正イオンのエネルギーを得て、基板をエッチングしている。この時、基板電極は自己
バイアスされた直流成分と印加されている高周波電場の交流成分で合成された電位になっ
ている。図５の例では、イオン分析器及び質量分析器の電位は浮遊電位である基板電極の
直流成分に等しくなるが、正確に基板電極の電位とは等しくならない。
【０００４】
図６には先に特願平 8 － 77159 において提案した浮遊電極基板に入射するイオンエネルギ
ー分析器及び質量分析器の構造を示す。図６において１はプラズマ発生室で、このプラズ
マ発生室１内にはプラズマ発生用電極２が配置され、このプラズマ発生用電極２はマッチ
ングボックス３を介して高周波電源４に接続されている。プラズマ発生室１内のプラズマ
発生用電極２に対向して基板電極５が絶縁碍子６を介してプラズマ発生室１に取り付けら
れている。基板電極５は、プラズマ発生室１内に発生するプラズマに接する位置にイオン
引き込み用の開口 5aを備えており、そしてコンデンサ７及びマッチングボックス８を介し
てバイアス用高周波電源９に接続されている。
基板電極５内にはエネルギー分析器 10が配置され、このエネルギー分析器 10は検出しよう
とするイオンエネルギーレベルより低いエネルギーのイオンをカットするメッシュ電極 10
a と外筒電極 10b と内筒電極 10c とを備えており、これらの各電極はイオンエネルギー制
御電源 11に接続されている。
また 12は四重極型の質量分析器で、各電極は質量分析用制御電源 13に接続されている。 14
はイオン検出器であり、質量分析器 12と共に、真空容器 15内に挿置されている。真空容器
15は基板電極５の開放端に絶縁碍子 16を介して結合されている。なお図６において 17はフ
ォトカプラー、 18は光ファイバー、 19は測定用回路、 20は掃引電源であり、図示したよう
に接続されている。
この構造においてはイオンエネルギー分析器 10、イオンエネルギー制御電源 11、質量分析
器 12、質量分析用制御電源 13等の分析器及び制御電源を全て基板電極５に接続し、接地電
位に対し浮遊電位としている。従って、基板電極５の小孔を通ってエネルギー分析器 10に
入り込むイオンは、基板電極５とエネルギー分析器 10が同電位になっているため、何の摂
動を受けることもなくエネルギー分析される。
【０００５】
エネルギー分析器が基板電極の直流成分のみに等しくなる図５の例の場合には、基板電極
とエネルギー分析器間に高周波成分の摂動が働く。高周波電場を飛翔するイオンのエネル
ギースペクトルは高周波電場の摂動を受ける時間によって加速されかたが異なり、高速側
と低速側に偏る、いわゆる bimodal 形になる。基板電極とエネルギー分析器間に高周波電
位が印加されていると、イオンに摂動が掛かりスペクトル形状に影響を与えると考えられ
る。直流電位、高周波電位とも同電位にすることでこの問題は解決され、正確なイオンの
スペクトルが得られる。
一方、アフターグロー中における負イオン分析ではプラズマと分析部間にシースが形成さ
れないので、負イオンを少しだけ引き込むための電位を印加すれば測定は可能である。し
かし、ここで測定の対象としているシースが形成されているプラズマ中の負イオンの測定
は、大きなシース電位があるので負イオンを引き込むことは容易ではなく、大変難しい。
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【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
従来のプラズマ中のイオン種分析法は基板或いは壁面に入射する正イオンのみを対象とし
ていた。プラズマ中で生成された正イオンはプラズマ電位と基板電位或いは通常接地電位
になっている壁面電位との差で飛翔し、基板或いは壁面に入射する。プラズマ中で生成さ
れる正の電荷を持った粒子は正イオンのみであるから、測定器には正イオンのみが入射す
る。
一方、プラズマ中で生成される負の電荷を持った粒子には電子と負イオンがある。プラズ
マは基板や壁面より高い正の電位を持っているので、プラズマ中にある負の電荷を持つ粒
子はプラズマ中に閉じこめられている。電子は比較的大きなエネルギー分布を持ち、高い
エネルギーを持つ電子は、シースが最小になる瞬間に基板或いは壁面に到達することがで
きる。しかし、負イオンのエネルギーは小さいので、シースを乗り越えて基板或いは壁面
に到達することができない。
従って、ブラズマ中の負イオンを測定するためには、阻止電位となっているシース電位を
破って負イオンを引き出さなければならない。また、シースを破って負の電荷を持った粒
子を引き出したとしても、負の電荷を持つ多量の電子を除かないと負イオンを測定するこ
とはできない。
そこで本発明の目的は、上記のように従来困難であったプラズマ中の負イオンの測定を可
能にする方法及び装置を提供することを目的としている。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
　上記の目的を達成するために、本発明の第１の発明によれば、反応性ガスを主体とする
気体を真空中に導入し、低圧で交番電力、高周波電力、マイクロ波電力等によりプラズマ
を形成して導入気体をプラズマ分解し、発生した原子、分子、ラジカル、イオンを利用し
て、プラズマに接する基板電極に装着した基板を処理する装置において、

オリフィスを備えた負の荷電粒子引出電極をプラズマ端まで挿入し、プラズマと
基板電極または壁面との間に形成されるシースを、オリフィスにプラズマ電位よりも高い
電位を印加することにより微小な領域において破壊して負の荷電粒子を引き出し、引き出
した負の荷電粒子の流れ方向に対して

垂直磁場を掛けて負の荷電粒子の内電子を排除し、負イオンのみを
通過させて質量分析することを特徴とするプラズマ中の負イオンの質量分析法が提供され
る。
【０００８】
　また、本発明の第２の発明によれば、プラズマを発生させるプラズマ発生室と、プラズ
マ発生室中のプラズマに接する位置に配置され、プラズマ中のイオンを通す開口を備えた
基板電極と、基板電極の開口を通って入ってきたイオンの質量を分析する質量分析器とを
有し、イオンの質量を分析するようにした装置において、プラズマと壁面または基板電極
の間に形成されるシ一スを微小な領域において破壊して負の荷電粒子を引き出すためのプ
ラズマ電位よりも高い電位を印加されると共に プラズマ端まで挿
入されたオリフィスを備えた負の荷電粒子引出電極と、引き出した負の荷電粒子の流れ方
向に対して垂直方向に、 垂
直磁場を形成して負の荷電粒子の内電子を排除する垂直磁場発生手段とを設けたことを特
徴としている。
【０００９】
　各発明において好ましくは、オリフィスに印加される電位はプラズマ電位より２０～１
００Ｖ高くされる。
　またオリフィスを通して引き出した負の荷電粒子の流入方向に対して垂直方向に掛けら
れる弱い垂直磁場は、好ましくは である。
【００１０】
【作用】
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このように構成した本発明の各発明においては、負に帯電した粒子を引き込むための微小
なオリフィスを持つ負の荷電粒子引出電極をプラズマ端まで挿入することで実施できるの
で、プラズマを乱すことがなく、また、閉じた磁気回路により弱い垂直磁場を重畳して電
子のみを除くようにしているので、イオンの軌道を大きく曲げることもなく負イオンのみ
を分析器に導くことができ、それにより、負イオンの質量分析が可能となる。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、添付図面の図１～図３に示す実施例に基づき本発明の実施の形態について説明する
。
【実施例】
図１には本発明の一実施例によるプラズマ中の負イオンの測定装置を示す。図１において
、 21はプラズマ発生室で、このプラズマ発生室 21内にはプラズマ発生用電極 22が配置され
、このプラズマ発生用電極 22はマッチングボックス 23を介して高周波電源 24に接続されて
いる。プラズマ発生室 21内のプラズマ発生用電極 22に対向して基板電極 25が絶縁碍子 26を
介してプラズマ発生室 21に取り付けられている。基板電極 25は、プラズマ発生室 21内に発
生するプラズマに接する位置にイオン引き込み用の開口 25aを備えており、そしてコンデ
ンサ 27及びマッチングボ  ックス 28を介してバイアス用高周波電源 29に接続されている。
基板電極 25内には質量分析部 30が配置され、この質量分析部 30は、基板電極 25に隣接して
設けられたイオン引込電極 31と電子除去用マグネット 32とイオンエネルギー制御電極 33と
質量分析器 34とイオン検出器 35とを備え、質量分析部 30に印加される電圧は全て高周波印
加電極を基準としている。
【００１２】
イオンエネルギー制御電極 33はイオンエネルギー制御電源 36に接続され、質量分析器 34の
各電極は質量分析用制御電源 37に接続され、プラズマ電位よりも５～ 20eV高くなるように
している。イオン引込電極 31には電源 38によりプラズマ電位よりも 5O～ 200eV高い電位を
印加するようにされている。質量分析器 34及びイオ  ン検出器 35は真空容器 39内に挿置さ
れている。真空容器 39は基板電極 25の開放端に絶縁碍子 40を介して結合されている。
また図１において 41はフォトカプラー、 42は光ファイバー、 43は測定用回路であり、図示
したように接続されている。
【００１３】
次に図２及び図３を参照して負イオン測定の原理について説明する。
図２に本発明による装置の電位配分を概略的に示す。 V1は電源 38によりシース端付近まで
挿入したイオン引込電極 31のオリフィスに印加する電位でシース電位よりも 50～ 200V高く
なるような電圧であり、 V2はイオン引込電極 31のオリフィスに入り込んだ負イオンの方向
を揃えるために V1よりもさらに 50～ 200V高い電圧である。この２枚のイオン引込電極 31で
引き込まれた負電荷を持つ粒子は電子除去用マグネット 32を通して質量分析器 34に導かれ
る。質量分析器 34にはイオンのエネルギーが 10～ 50eVになるようにシース電位よりも 10～
50V高い電圧が質量分析  用制御電源 37により印加される。
【００１４】
　電子除去用マグネット３２としては閉じた磁気回路が用いられ、その作用は図３に示す
。すなわち負の荷電粒子が５０ｅＶで閉じた磁気回路で構成される５ｍｍ幅の垂直磁場 (
図面の表面がＮ極、裏面がＳ極：中心磁場強度は )を通るときの
軌道の計算結果の例が示されている。質量の小さな電子は磁場によって曲げられ垂直磁場
を通過できないが、質量の重い負イオンは垂直磁場に大きく曲げられることもなく通過す
ることができる。閉じた磁気回路を用いるのはこの垂直磁場の厚みを大きくしないためで
ある。単に磁石を２個上下に配置したのでは開いた磁気回路が形成され、磁力線が空間に
広がり、磁石の前後でも大きな磁場を形成する。広い空間に磁場が存在する場合、重い負
イオンであってもその軌道は大きく曲げられ、質量分析器３４に導くことが困難になる。
【００１５】
　実際の測定では、厚み３ｍｍの２個の磁石を純鉄のドーナツ状円盤に取り付けて磁気回
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路を形成した。中心の磁場は である。
　質量分析器３４を通過するイオンのエネルギーは１０ｅＶ前後が望ましいが、この例で
はイオンの発散をできるだけ小さくするため２０ｅＶとした。
【００１６】
ところで、図示実施例では負イオン測定用質量分析器を高周波印加電極に取り付けた例に
ついて記載してきたが、接地電位となっている壁面（或いは対向電極）に取り付けて測定
するときも全く同じに実施することができる。ただその場合には、基板電位とプラズマ電
位の差 (基板シース電位 )が接地電位となっている壁面の電位とプラズマ電位の差 (壁面シ
ース電位 )よりも大きくする必要がある。従って、本発明は、当然エッチングプラズマの
みならず CVDプラズマでも負イオンを  測定できる。
【００１７】
【発明の効果】
以上説明してきたように、本発明によれば、高周波電力印加基板へ入射する負イオン種の
分析ができるので、プラズマを形成して導入気体をプラズマ分解し、発生した原子、分子
、ラジカル、イオンを利用して基板を処理するプロセスにおいて例えばエッチングプラズ
マ中の負イオンの種類及び量を知ることができ、エッチングプラズマについてより詳細な
情報を得ることが可能となり得る。特に、半導体や電子部品加工に用いられている反応性
イオンエッチングプロセスをより深く理解することができ、本発明はプロセス開発に大き
く役立つ有用なものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一実施例を示す概略構成図。
【図２】　図１の装置における負イオン分析のための電位の印加の仕方を示す図。
【図３】　電子除去用マグネットの作用を示す図。
【図４】　接地電位部に接続された従来のイオンエネルギー分析器及び質量分析器の一例
を示す概略構成図。
【図５】　別の従来例を示す概略構成図。
【図６】　さらに別の従来例を示す概略構成図。
【符号の説明】
21：　プラズマ室
22：　プラズマ発生用高周波コイル
24：　プラズマ発生用高周波電源
25：　基板電極
 25a：　基板電極のイオン引き込み用開口
30：質量分析部
31：イオン引込電極
32：電子除去用マグネット
33：イオンエネルギー制御電極
34：質量分析器
35：イオン検出器
36：イオンエネルギー制御電源
37：質量分析用制御電源
38：電源
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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